
○司法警察職員捜査書類基本書式例の一部改正について

平成30年５月８日

道本刑第559号

／警察本部各部、所属の長／警察学校長／各方面本部長／各警察署長／宛て

標記については、別添１のとおり、平成30年４月27日付け最高検企第133号をもって検

事総長から指示がなされ、あわせて、別添２のとおり、同日付け最高検企第134号をもっ

て次長検事からその伝達等に関する依頼があったところであるが、今回の書式例改正の

概要、運用開始日及び運用上の留意事項については下記のとおりであるので、所属職員

に周知徹底し、運用上誤りのないようにされたい。

記

１ 改正の概要

本年６月１日に刑事訴訟法等の一部を改正する法律 平成28年法律第54号 以下 改（ 。 「

正法」という ）の一部が施行され、被疑者国選弁護制度の対象事件が拡大されるこ。

とに伴い、改正法による改正後の刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）第203条第４項

の規定に基づき、司法警察員が逮捕された全ての被疑者に対して弁護人選任権を告知

するに当たり、貧困その他の事由により自ら弁護人を選任することができないときは

裁判官に対して弁護人の選任を請求することができる旨並びに裁判官に対して弁護人

の選任を請求するには資力申告書を提出しなければならない旨及びその資力が基準額

以上であるときは、あらかじめ、弁護士会（勾留の請求を受けた裁判官の所属する裁

判所の所在地を管轄する地方裁判所の管轄区域内に在る弁護士会）に弁護人の選任の

申出をしていなければならない旨を教示する義務が定められたことを受け 「様式第、

19号 弁解録取書」について、所要の改正を行うこととしたもの

２ 運用開始日

平成30年６月１日から施行する。

３ 運用上の留意事項

(1) 別紙を末尾に添付すること。

(2) 契印は本紙のみならず別紙にも行うこと。

(3) 録取内容を確認させた後、被疑者自身に本紙及び別紙の各葉欄外に調書記載内容

を確認した証として指印を求めた上、本紙の末尾に署名及び指印を求めること。

なお、各葉欄外の指印の位置は、契印や書類番号、綴じ代に重ならないように留

意し、欄外右下とすること。

⑷ 弁解録取書の様式については、過去における改正の都度、旧様式の誤使用が発生

していることから、弁解録取書の旧様式については確実に廃棄し、誤使用の絶無に

努めること。
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